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  Ⅰ  区 役 所 の 組 織    

 
ⅰ 昭和５５年度（1980 年度）の区役所の組織 

 
 
区 長   

    市民部  
      総務課    庶務、経理、災害対策、統計等 
      地域振興課  広報公聴、地域振興、文化スポーツ振興等 

        連絡所  戸籍謄抄本、住民票の写しの交付等 
        児童館  小・中学生への遊び指導等 
      市民課    戸籍、住民票、外国人登録、印鑑登録・証明等 

        市役所ｻｰﾋﾞｽ・ｺｰﾅｰ（中区）戸籍謄抄本、住民票の写しの交付等 

      厚生課    国民健康保険・国民年金等 
      収納課    市税などの収納、諸証明 
      課税課    市民税等の課税、諸証明 

       福祉事務所    福祉に関すること 
      出張所    戸籍、住民票、外国人登録、印鑑登録・証明、国民年金･国民健康保険 

               事務等 
        連絡所  戸籍謄抄本、住民票の写しの交付等 
     

建設部（農林建設部） 
      管理課    道路、農業用施設などの境界確認、占用等許可、道路監視等 
     （用地課）   （公共事業の施行に伴う不動産の取得及び補償） 
     （農林課）   （農林業の振興等） 
      建築課    市営住宅の管理、建築確認の審査、建築に関する検査・指導等 
     （維持課）   （道路･橋りょう･河川･公園の維持補修等） 
      土木課     道路・橋りょう・交通安全施設の新設、改良、補修工事、河川の改良等 
      会計課    現金の支払い事務 

 （その他主な区単位の組織） 
  ・区選挙管理委員会 投票・開票に関する事務等 

   ・区保健所     保健、衛生に関する事務等  

   ・水道営業所     

 （ ）の組織は、一部の区のみ 
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ⅱ 平成１８年度（2006 年度）の区役所の組織 
  
区 長   
    市民部  
      区政振興課  区の魅力づくり事業、広報広聴、災害対策、統計、住民団体との連絡調整 
         ＜地域連携・安全推進担当課長＞ 
        ＜公民館担当課長＞ 
        (連絡所) （戸籍謄抄本、住民票の写しの交付等） 
        児童館  小・中学生への遊び指導等   
      市民課    戸籍、住民票、外国人登録、印鑑登録・証明等 
        (市役所ｻｰﾋﾞｽ・ｺｰﾅｰ（中区）戸籍謄抄本、住民票の写しの交付等) 
      保険年金課  国民健康保険・国民年金等 
      収納課    市税などの収納、諸証明 
      課税課    市民税等の課税、諸証明 
      出張所    戸籍、住民票、外国人登録、印鑑登録・証明、国民年金･国民健康保険等 
        (連絡所) （戸籍謄抄本、住民票の写しの交付等） 
    厚生部 
      生活課    民生委員児童委員、生活保護等 
      健康長寿課  高齢者保健・福祉・介護保険等 
      保健福祉課  児童・母子・身体障害者等の保健・福祉相談、児童手当等の支給等 
    建設部（農林建設部） 
      管理課    道路、農業用施設などの境界確認、占用等許可、道路監視等 
     （用地課）   （公共事業の施行に伴う不動産の取得及び補償） 
     （農林課）   （農林業の振興等） 
      建築課    市営住宅の管理、建築確認の審査、建築に関する検査・指導等 
     （維持課）   （道路･橋りょう･河川･公園の維持補修等） 
      土木課     道路・橋りょう・交通安全施設の新設、改良,補修工事、河川の改良等 
     （下水道課）  （下水道・管きょの新設・改良･維持管理等） 
      会計課     現金の支払い事務 
【区ごとにある主な施設】 
 ・地域福祉センター 
・福祉センター 
・公民館 

  ・区民文化センター   
  ・区スポーツセンター 
【その他主な区単位の組織】 
 ・区選挙管理委員会 投票・開票に関する事務等 

  ・保健所区分室   食べ物や飲み水の相談、害虫駆除の相談、飲食店営業などの相談等 
（ ）の課は、一部の区のみ 

は、区役所と関係のある施設 
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  Ⅱ  市 民 等 の 意 見    

ⅰ 区役所機能のあり方・ニーズ等調査 

○ 平成11年度（1999年度）には、検討のための基礎資料を得る目的で「区役所機能のあり方・

ニーズ等調査」として、①区役所・出張所利用者へのアンケート調査、②区まちづくり懇談

会委員、学識経験者など有識者へのヒアリング調査、③区役所職員への業務調査を行いまし

た。 

  ※調査の報告書は、広島市役所企画総務局総務課で閲覧できます。 

 

○ 平成12年度（2000年度）においては、平成11年度（1999年度）の基礎調査を補完する

ため、④その他職員へのヒアリング等（区長ヒアリング調査、本庁の令達元課の意向確認調

査）を行いました。 

 

① 区役所・出張所利用者アンケート調査 

 ・ 調査目的  区役所・出張所の利用実態や要望等の把握 

 ・ 調査方法  区役所・出張所来庁者に直接配付 

 ・ 調査期間  平成 12 年（2000 年）１月 28 日（金） 

 ・ 対 象 者  区役所・出張所来庁者 

 ・ 回収状況  配付数  5,803 人、回収数  2,893 人、回収率  49.9％ 

② 有識者ヒアリング調査 

 ・ 調査目的  区政に関する意見・提案等の聞き取り 

 ・ 調査方法  面談による聞き取り 

 ・ 調査期間  平成 12 年（2000 年）３月 

 ・ 調査対象  区まちづくり懇談会委員、情報化懇話会委員など 11 人 

③ 区役所職員への業務調査 

 ・ 調査目的  区役所・出張所で行っている事務事業の実情把握 

 ・ 調査期間  平成 12 年（2000 年）１月～２月 

 ・ 対  象  区役所・出張所職員 

④ その他職員へのヒアリング等 

 ・ 調査期間  平成 12 年（2000 年）10～11 月 

 ・ 調査対象  区職員、予算令達元課職員 

 

主な意見は、次のとおりです。 

(1) 区役所・出張所の利用者アンケート・意見 

 

 

 

 

 

 

 

【区役所の利用実態】 

○利用者は、50 歳以上が約半分、中でも 60 歳以上が 1/4 と高齢者が多い。 

○区役所の利用頻度は年 1～２回から、多くとも５～６回程度である。 

○利用目的は、住民票の写し、印鑑登録証明書など証明書の取得が約５割、届出申請が

約３割である。 

【今後の区役所・出張所への期待】 

○職員の応対を良くしてほしい。 

○土・日曜日、祝日に開所したり、時間延長してほしい。 

○情報をもっと多く、詳しく教えてほしい。 

○郵便局やコンビニエンスストア、インターネットを利用した自宅からのサービスなど

身近な場所でサービスが受けられるとよいとの意見も約３割ある。 

○手続きを簡素化して早くしてほしい。 
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(2) 有識者の意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 職員の意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○区役所から、情報を開示し情報を発信することにより、開かれた区役所とし、イ

メージを明確にすべきである。 

○幅広く市民の声を集約し、施策へ反映させることが必要である。 

○区の特性に応じた施策の展開を行うべきである。 

○区役所で企画から実施に至るまで完結できる権限強化が必要である。 

○公民館との連携を図り、生涯学習を促進するとともに、まちづくりに活かしてい

くことが必要である。 

○公民館などサービスのアクセス箇所を増やし、きめ細やかなサービス提供を行っ

てほしい。 

○土・日曜日、夜間の受付などのサービス向上が望ましい。 

【概要】 

○現在の大区役所制は、住民サービスのため維持すべきである。    

【住民ニーズ】 

○住民から区役所への要望は、地域道路の整備、防犯・安全など、住民に身近な

安心・安全に関することや、職員対応の改善に関することが多い。 

【住民参加】 

○住民参加の必要性は、十分認識されている。（特に、公共施設の整備・維持管理、

青少年育成、環境美化、防災、福祉等の分野） 

【広報・広聴】 

○広報については、広報紙やパンフレットなどにより努めているが、まだ一方的

な情報提供が多い。 

○住民ニーズの把握は、直接住民から要望を聞いたり、町内会等との連携によっ

て行っている。 

【関係方面との連携】 

○出先機関との連携は、区行政を総合的に推進するため、より一層必要である。

 ○市役所と区役所の連絡調整については、特に事業等の事前協議や途中経過報告

の徹底が必要である。また、区役所間の連携も必要である。 

【予算】 

○一定の事務領域で、裁量ある予算枠の創設や柔軟な執行権限が必要である。 

（道路、公園等の維持管理、防災、災害対策、コミュニティ団体等支援、青少

年対策、自然環境の活用施策等） 

【組織】 

○地域特性に応じた施策を展開するためには、８区一律の考え方ではなく、各区

の特性に応じた弾力的な組織が必要である。 

 また、職員の積極的な人事交流や資質向上が重要である。 

【業務分担】 

○専門性が高く、全区画一的な取り扱いの必要な分野は、市役所などでできるだ

け集約し一元処理することが効果的である。 

○委託化、電算化・ネットワーク化などによる業務の効率化が期待できる。 
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ⅱ 市民まちづくりアンケート 

まちづくりや市の施策に関する市民の意見などを調査し、今後の市政を推進する上での基礎資料を得

るため行っている「広島市市民まちづくりアンケート」から、まちづくりや行政サービスに関する実

態や意見を探りました。 

※調査の報告書は、広島市役所企画総務局企画調整部で閲覧できます。 

 

「市民まちづくりアンケート」 
・ 調査目的  まちづくりや市の施策に関する市民の意見などを調査し、今後の市政を推進する上での

基礎資料を得るため 

・ 調査方法  広島市在住の 20 歳以上の男女のうち、8,000 人を無作為に抽出し、調査票を郵送。 

・ 調査期間  平成 14 年（2002 年）１月 31 日～3 月 15 日 

・ 回収状況  配付数 8,000 人、回収数 4,102 人、回収率 51.3％ 

 

 

 

  (1) 区役所・出張所について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) まちづくりについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【望ましいまちづくりの進め方】 

「地域の住民と行政が対等の立場に立ち、互いに協力して進める。」が 41.3%

と最も高く、以下「地域の住民が主体となって進め、行政が支援する」(26.3％)、

「行政が主体となって進め、地域の住民が協力する」(14.2％)の順となってい

る。 

【まちづくり活動を促進するために必要な支援】 

 まちづくり活動を促進するために必要な支援としては、「地域で行われているま

ちづくり活動の情報提供」が 29.5%と最も高く、以下「住んでいる地域の整備

計画などの地域施策に関する行政情報の提供」(26.9%)、「まちづくり活動に係

る地域リーダーの育成･確保」(21.4%)、「意識啓発」(21.3%)、「財政的支援制

度の整備」(17.2%)の順となっている。 

主な意見 

【区役所、出張所が特に力を入れる必要がある業務】 

 住民は、生活に密着した相談や、地域の防犯・災害対策、道路･公園関係など、

身近な安心・安全に関する施策を望んでいる。 

・ 保健・医療・福祉の相談・指導 

 ・ 地震・火災・風水害などの災害対策 

 ・ 交通安全、防犯対策 

 ・ 道路、公園、下水道などの整備 

 ・ くらしに関する情報提供 など   
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(3) 行政サービスについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【区役所、出張所の窓口業務の改善点】 

土・日曜日、祝日の受付、総合窓口化、手続き簡素化、身近な場所での手続き、

職員応対等 

【インターネットを利用して受けたいサービス】 

 ・ 証明書などの申請・発行サービス(35.3%) 

 ・ オンライン申請・届出サービス(29.7%) 

 ・ 申請書のダウンロードサービス(18.7%) 

・ 図書館の図書の検索・予約サービス(16.6%) 

 ・ 教養講座などを動く動画で見ながら受講できるサービス(13.4%) 

 ・ 特にない(6.4%) 

 ・ わからない(7.5%) 

 ・ 無回答(26.5%) 

上記から、申請書の発行・届出などについては、インターネットの利用希望が

多い。 


